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アジア・太平洋研究センター主催講演会
日　時：2017 年 9 月 28 日（木）
場　所：N 棟 3 階　社会倫理研究所　会議室
テーマ：中国国有企業の生産性
報告者：陳　光輝（神戸大学大学院国際協力研究科教授）
1．国有企業の問題
　 1978 年の改革開放以前，中国の国営企業は「企業ではなく工場，生活単位，さら
には行政・政治単位」としての特徴をもち，生産効率がきわめて低かったため，改革
開放の開始以降，中央政府は，いくつかの段階を経ながら国営企業の改革に取り組ん
できた。すなわち，1980 年代には，国営企業に “経営自主権” のないことが問題とさ
れ，各企業に経営自主権を与える「放権譲利」が実施された。また “所有と経営の分
離” が必要として「経営請負制」が導入された。さらに 1990 年代に入ると，所有権
の明確化と政経分離の確保に向けて「国営企業の会社化」（これ以降，これまでの “国
営企業” は “国有企業” と呼ばれる）と「社会保障・雇用制度改革」が実施された。
また 1990 年代後半には，限られた産業の大型企業だけを国有企業として残す「戦略
的調整」の方針が示され，そして 2000 年代中ごろにかけて，「抓大放小」（大をつか
み，小を放つ）の民営化が大規模に進められた。
　大規模民営化の結果，国有企業は数では大きく減少したが，「国進民退」という民
業圧迫問題がクローズアップされたり，「フォーチュン・グローバル 500」に多数ラ
ンクインしたりするなど（2007 年は全 22 社，2017 年は 105 社中 81 社が国有企業），
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存在感は逆に高まった。その一方で，利益率は低い，本来退出すべき “ゾンビ企業”
が延命している，なども指摘されている。国有企業は “強力なパワー” となりつつあ
るのか，それとも未だ非効率な “お荷物” であるのか，2 つの見方が併存している。
2．生産性をどう測るか：Hsieh and Song の議論から
　 2000 年代半ば以降，中国工業統計の個票データである「工業企業データベース」
を利用し，「企業レベルの生産性」を計測した研究が盛んに行われた。各企業の “総
合的な生産性” を示す指標として，“労働生産性” や “資本生産性” を拡張・総合化し
た形である “TFP（総要素生産性）” の値が計測され，①産業全体の生産性成長は小
さくなかった，②高生産性企業が参入し，低生産性企業が退出する形が見られた，な
どが明らかにされた。国有企業については，民間企業との差は縮小したものの，生産
性はやはり低いという見方が一般的であった。
　これに対して，Hsieh and Song（2015）は，「抓大放小」は単に小が捨てられ大が
残ったのでなく，大規模企業は国有持ち株会社の傘下に置かれ，そして外資系を含む
「国有支配」企業や新規設立企業が数多く設立されたことを強調し，そして「いくつ
かのパラメータに関して “理論モデルと整合的な値” を想定する “カリブレーショ
ン” という手法」を用いて 1998 年と 2007 年の国有・民間生産性格差を求め，さら
に，「これがなければ，これがあの年のままなら，この年の工業生産はこれだけ減っ
ていた」という意味での「抓大放小」の効果をシミュレーション分析した。彼らによ
れば，
⑴　 1998 年から 2007 年の期間に，国有企業の TFP は，民間の 55 ％程度であった
のが 75 ％に上昇した。
⑵　「抓大」の生産効果は大きかったが［存続企業の生産・生産性上昇：13.2 ％ポイ
ント，新規設立企業による生産：7.2 ％ポイント］，「放小」の効果は小さかった
［非効率な企業の民営化：3.7 ％ポイント，非効率な企業の整理－ 0.5 ％ポイン
ト］。
　そして，「工業企業データベース」は 2008 年以降，収録項目が減少して使いづらく
なったが，彼らは売上額から付加価値を求める，固定資産額で資本ストックを代用す
るなどして，2008 年以降の時期についても推計を試み，国有民間 TFP 格差の縮小や
「抓大放小」の生産効果は続いていると論じた。
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3．報告者による「国有・民間の格差」の計測
　報告者は，生産関数のパラメータを推定して企業レベルの TFP を計測し，そして
集計レベルの国有・民間 TFP の格差（両者の対数差をとった国有企業の “相対
TFP” ）の変化を①内部効果：国有存続企業の TFP 成長，②再配分効果：生産性の
高い国有企業のシェアが拡大すれば集計レベルの TFP は上昇し，格差は縮小すると
いう効果，③参入効果：新規設立国有企業や国有化された企業の生産性が高ければ集
計レベルの格差は縮小するという効果，④退出効果：生産性の低い国有企業が整理さ
れたり民営化されたりすればという効果，に分解する分析を行って（生産関数はトラ
ンスログ型を使用），Hsieh and Song （2015）の結果と比較した。以下の「Hsieh and 
Song とほぼ同様の結果」，および「異なる and/or 新たな結果」が得られた。
＜ Hsieh and Song とほぼ同様の計測結果＞
⑴　国有企業の TFP は，1998 年は民間の 47 ％，2007 年は 68 ％。
⑵　「抓大」の格差縮小効果が大きく，「放小」の効果は小さかった。
＜異なる and/or 新たな計測結果＞
⑶　 「抓大」で大きかったのは②再配分効果であり（格差縮小を 100 とすれば 115.7），
①内部効果（10.4），③参入効果（－ 23.8）は小または負であった。生産性の高
い大規模企業がシェアを拡大したものの，国有企業全体の生産性が大きく上昇し
たわけではなく，新規設立・新国有化企業の生産性が高いわけでもなかった。
⑷　 2007 年と 2010 年を比べてみると，格差は拡大していた。リーマンショック後の
「4 兆円対策」が国有企業をスポイルする結果になったなどと論じることも出来
そうであるが，先述のデータ制約により，この時期の研究蓄積は十分でなく，精
査が必要。
　以上，中国において国有企業の改革が段階的に進められる中で，ミクロデータを利
用した実証研究が重ねられてきた点を紹介しながら，報告者による新たな計測結果等
に関して説明が行われた。
（文責：林　尚志）
